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県の「緊急事態宣言」に伴う対応で申し入れ
勤務職員８割削減､在宅勤務やサテライトの条件整備が必要
｢継続業務の実状｣に応じた 画一的でない柔軟な対応を
各種業務の提出期限延長など業務見直しで国への要請を
コロナ対策で逼迫する職場へ一層の人的支援､手当支給を

新型コロナウイルス感染症に

ついては全国的に感染が急拡大

していることから、政府におい

ては４月１６日に、緊急事態宣

言の対象地域を全国に拡大しま

した。これを受けて滋賀県にお

いても、同日開催の「本部員会

議」において、県民への外出自粛要請等の決定がありまし

た。県庁においても、接触機会の低減を徹底するためとし

て４月２０日以降、同一執務室内での勤務職員数の８割削

減に取り組むとしました。コロナ感染リスクを低減してい

くために勤務職員を削減していくことは、緊急事態宣言下

における危機管理として理解しますが、一方で突然の指示

であり年度当初の業務多忙の中で戸惑いも生じています。

新型コロナ感染症の対応には、県職員が一丸となって立

ち向かう必要であるという立場から、当面の課題と今後の

対応について次のとおりの申し入れを行いました。

これに対して前川人事課長は「新型コロナ対策の関係で

日夜奮闘して頂いている皆さんに感謝申し上げる。今回の

対応は勤務職員数の削減ありきでなく、職員の感染リスク

を低減させるためのものである。申し入れ内容について検

討できるものはしていきたい」と応えました。
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（５）マスクや消毒液等の物品の確保

業務上、感染防止に必要となるマスクや消毒液等の物品を県

予算で確保すること。

２．コロナ感染症対応の職場の支援、全庁一丸となった

対応
（１）保健所や衛生科学センター、健康医療福祉部等の職場では、

既に肉体的にも精神的にも限界状態で業務にあたっており、

人的なサポート体制をさらに強化して負担の軽減を図るとと

もに、職員のメンタルケアについて、重点的継続的な対応を

図ること。

（２）特別手当（特殊勤務手当等）の支給

感染者や相談者の面接等の対応など、困難な業務に従事した

職員に対して特別な手当（特殊勤務手当等）を支給すること。

（３）新型コロナ対策職場以外の職場

新型コロナ対策の対象職場以外においては、業務の見直しや

人員派遣等も進められているが、これら職場においても業務

の加重は生じることから過度な負担とならないよう配慮する

こと。

（４）感染者等の人権保障

感染者やその家族等に対して、バッシングや差別等が発生し

ている事例もあることから、全ての県民への人権保障ととも

に、県職員が発症した場合もかかる事態が生じないよう対応

すること。また、発症した場合等の非常時の対応方針につい

て、全職員で共有化を図ること。

３．今後の対応
今回の緊急事態宣言での対応は５月６日までとなっている

が、感染症拡大のピークもまだ先との見方もある中で、組織

全体が目の前に対応に忙殺されることなく、また県民生活に

支障の出ない対処を進めていくため、ＢＣＰを含めた対応策

を確立し、全職場・職員で今後の見通しを共有できるように

すること。

申し入れの内容

１．勤務職員数８割削減の対応
（１）通常の継続業務を２割の体制で行うには、在宅勤務とサテ

ライトオフイスにおいてどこまで通常業務をこなせるかにか

かってくることから、リモート環境の整備とサテライトオフ

イスの確保など職務環境の整備を最大限かつ早急に行うこと。

（２）年度当初において提出期限や執行期限のある業務について、

県の権限で行える業務については、期限の延長を適宜図ると

ともに、国の権限に属する業務についてはその点を強く要請

すること。

（３）継続業務においても、業務の性質上、在宅勤務等では困難

な業務や年度当初や年度末の処理に待ったなしの職場も多い

ことから、所属での柔軟な対応とその状況下での感染症対策

に配意すること。

（４）妊婦、持病のある者、障害者等への配慮

感染予防の優先度として、妊婦、持病を有する者、障害者

について業務上の配慮を行うこと。また、感染予防のための

通勤手段の変更等について柔軟な対応を行うこと。

新型コロナ等での相談窓口
新型コロナウイルス感染症関連で、お困りの事情が発生しま

したら、遠慮無く組合事務所までご相談ください。

自治労県職は、引き続き、コロナ関連事務における勤務条件

や人員体制の整備に向けて取り組みを進めます。

自治労県職本部：県庁東館５階
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県の「緊急事態宣言」に伴う特例措置など新たな対応

新型コロナウイスル感染

症で、県内においてもクラ

スターが発生するなど感染

者が急増する中、滋賀県は、

県内の患者増加に対応する

ため、指定病院以外で軽度

の患者を受け入れることと

し、県立総合病院において

も一定の病床を引き受けることが示されました。日本全体

が新型コロナの猛威に窮している国難の中で、県立病院の

役割や使命は認識するものですが、急展開の動きに、職場

では不安、戸惑い、混乱が生じています。自治労病院事業

庁労組は病院当局に対して、院内感染の防止策の徹底、職

員への対応（妊婦や持病のある者等の除外、精神的肉体的

な負担の軽減、特別手当の支給等）を行い、職員一丸とな

って乗り越える条件整備を要請しました。

申し入れを受けた望月事務局次長は、「県立病院の果たす

べき役割と受け止め、できる限りの準備や対応を行い、職

員一丸となって乗り切れるように努めたい」と応えました。

安心のライフプランへ｢ろうきんの財形貯蓄｣を(4/21～5/8）
財形貯蓄の詳細＆申し込み：近畿ろうきんの担当者が説明します。(ろうきん大津支店：077-524-5356)

新たな組合員を歓迎します！職場に新しい風を吹かせよう！
自治労県職の活動や共済事業（保険など）の説明は自治労県職の組合事務所まで(☎077-528-4790)

新型コロナウイルス感染症対策のための業務執行体制
１．基本方針

①接触機会の低減を徹底するため､原則として、同一執務内での勤

務職員数８割削減に取り組む。

②新型コロナウイルス感染症対策業務には、職員を最優先配置する。

③各部局が所管する通常業務のうち、県民生活と社会機能維持に影

響する業務は継続する。

２.業務の区分（省略）

３.勤務体制

４.その他
○新型コロナウイルス感染症対策に係る最優先業務を確実に実施

するため、部局横断的に、縮小・休止する業務から最優先業務

に職員を集中的に再配置する。特に、以下の業務について、全

庁的な応援体制を構築する。

①新型コロナウイルス感染症者に係る宿泊療養施設の運営業務

②健康医療福祉部（地方機関を含む）における継続すべき業務

○健康医療福祉部以外の部局における継続（または縮小する）業

務については、部局長のマネージメントのもと、職場内の感染

防止対策を講じつつ、部局内での要員確保を基本とする。ただ

し、職員の発症などにより部局内での対応が困難となった場合

には、部局横断による応援体制について調整する。

在宅勤務制度の特例措置
１．特例措置の内容

（１）対象職員

会計年度任用職員および非常勤嘱託員についても対象とする。

（２）在宅勤務の定義

「リモートワーク環境」を用いることを要しない。

（３）実施する場合の手続き

在宅勤務を希望する職員は、「実施しようとする日の前日の午

前中まで」に申請することとする。

２．リモートワーク環境を用いずに在宅勤務を行う手順

①セキュリティ－の観点から、デスクトップやドキュメント、

Ｄドライブなど端末に保存されているデータをあらかじめフ

ァイサーバー等へ移動すること。

②在宅勤務に必要な最小限のデータを端末に保存する。

③所属長の承認を得て共通事務端末を持ち帰り、在宅勤務を実

施する。

週休日の振替等を行う場合の特例
１．対象となる職員

全ての職員（会計年度任用職員を含む）

２．対象となる期間

令和２年４月１７日から５月６日まで

３．週休日の振替等を行う場合の特例

これまで、週休日の振替等を命じる場合、振替対象となる業務

を定めてきたが、上記の期間においては、これに該当しない場

合についても、週休日の振替を行うことができる。

４．その他

３のほか、週休日・休日の勤務を命じる場合、「週休日・休日の

割り振り変更」を行うことができる。

県立総合病院に患者受入で申入れ


